
平成２６年度 那珂市 行政評価

外部評価委員会（市民判定人方式）

と き 平成２６年１１月８日（土）

ところ 那珂市中央公民館 １階 大会議室

◆ 傍聴される皆様へのお願い

以下の事項についてご協力をお願いいたします。

委員長や事務局の指示に従っていただけない場合には、退場していただくこともあります。

◎ 評価中は、静かに傍聴してください。会場への入退場・座席の移動は自由ですが、評

価の妨げとならないようお願いします。

◎ 会場内での録音・撮影等の規制はしておりませんが、録音・録画した記録媒体等につ

きましては、使用方法によっては、トラブルの原因となることもありますので、『使用

者の責任』において取り扱ってください。また、撮影等の際は、評価の妨げにならな

いようにお願いします。

◎ 評価の内容に公然と批評を加えたり、拍手その他の方法により、賛成、反対などの意

向を表明しないでください。

◎ 会場内に傍聴者の意思を表明するもの（のぼり、旗、プラカード、横断幕等）を持ち

込まないでください。

◆ その他、ご留意いただきたい事項

◎ 傍聴者からのご質問は、一切受け付けしませんので、あらかじめご了承ください。

◎ マスコミ関係者が取材に入る可能性があります。会場内の様子がテレビや新聞などで

報道される場合もあります。

◎ 外部評価委員会の評価結果が市の最終判断となるものではありませんが、市は、判定

結果を十分尊重したうえで検討を行い、今後の市の方針を決定いたします。

◆ アンケートにご協力ください。

今後の市政運営の参考とさせていただきますので、アンケート

用紙に外部評価等に関するご意見・ご感想をご記入のうえ、回収

箱へご投函ください。

那珂市 行財政改革推進室
ひまわり大使

ナカマロちゃん
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◎ 会場位置図
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◎ 平成２６年度那珂市外部評価について

【趣旨】

市では、透明性の高い開かれた市政を推進するため、市が行うさまざまな事業について毎年

度行政評価を行い、その評価結果を公表するだけではなく、評価結果に外部の有識者のかたの

意見を取り入れる「外部評価」を実施してまいりました。特に平成24・25年度については、無

作為抽出した市民のかたに「市民判定人」としてご参加いただく「事業仕分け」を実施し、2

年間で合計47名のかたに市民判定人としてご協力いただきました。

本年度についても、市が実施する評価の客観性及び透明性を確保するため、また、より一層

市民のみなさまとともに効果的で効率的な行財政改革を推進し、併せて市職員の意識改革・資

質向上を図るために、引き続き外部からの意見を取り入れ、外部の視点で、公開の場において

外部評価を行うこととし、特に、事業仕分けで培ったノウハウとメリットを生かした「市民参

加型による外部評価」を実施することといたしました。

【実施方法】

平成26年度那珂市外部評価は、対象とした事業ごとに、外部評価委員と対象事業担当職員と

の質疑をお聞きいただいたうえで、市（担当課長及び部長）が行った評価が妥当かどうか、評

価シートに理由とともに記入し判定を行っていただく「市民判定人」のかたの評価により行い

ます。

・1事業あたり50分程度の時間をかけ、公開にて行います。

・評価は、市民判定人の多数決により決定します。

・外部評価終了後、市は評価結果を参考に、事業ごとに今後の方針を決定し、後日公表

いたします。

【対象事業】

市では、「事務事業評価」として、市が実施している事業のうち予算額が50万円以上の事業

について、実施や手順が法律で定められている事業を除き、毎年度担当課長及び担当部長によ

り事務事業評価を実施し、事業の対象者・手法・意図する成果等について定期的な見直しを行

っています。

本年度の外部評価対象事業は、平成25年度中に市が実施した674事業のうち、評価を行った

222 事業のなかから、過去に外部評価・事業仕分けの対象とした事業を除き、市民生活や市内

事業者の活動に密接に関連する事業を優先し、外部評価委員会にて6事業を選定しました。

【判定結果の取扱い】

判定結果については、それぞれ内訳を示し、当日会場にて公表するとともに、後日ホームペ

ージ等にて外部評価委員や市民判定人の皆様の意見とともに公表いたします。

あわせて、判定結果を尊重し、来年度以降の事業に反映させるため、外部評価実施後速やか

に市の対応について検討を開始し、方向性を決定・公表してまいります。
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◎外部評価委員・市民判定人について 

 
（順不同・敬称略） 

 氏名 所属等 

委 員 長 伊 藤   伸 一般社団法人 構想日本 ディレクター（理事） 

副委員長 1人  

委    員 3人  

市民判定人 9人  

 
本年度の外部評価においては、対象事業の選定のほかに、市民判定人のかたの評価の参考と 

なるよう対象事業担当職員との質疑を行っていただくため、外部の有識者に委員をお願いいた 

しました（評価は市民判定人の多数決によって決定することとしています）。 

 

特に本年度は、市民判定人のかたに各事業のポイントや問題点を容易に把握していただける 

よう、当市と似た産業構造の市町村や、合併を経験した市町村など、県内他市の職員を中心に 

上記の5 名のかたに外部評価委員を委嘱いたしました。 

 

また、市民判定人は、20 歳以上の市民の皆様の中から無作為に抽出した400名に郵送にて意 

向調査を行い、希望されたかたに対し、市民判定人としての参加を依頼いたしました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 3 - 



◎ 日程表

◆ 開会式 午前９時１５分～

開始予定時刻 内容 担当課

1 午前 9時30分 ごみ啓発等推進事業 市民生活部 環境課

2 午前 10時30分 各種検診事業 保健福祉部 健康推進課

3 午前 11時30分 家庭児童相談事業 保健福祉部 こども課

（休憩）

4 午後 1時30分 職員研修事業 総務部 総務課

5 午後 2時30分 商工会補助事業 産業部 商工観光課

6 午後 3時30分 市民自治組織支援事業 市民生活部 市民協働課

◆ 閉会式 午後４時４５分～

※評価の進行状況により、開始予定時刻が前後することもあります。
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外部評価対象事業

・事務事業評価シート

・説明資料

市では、「事務事業評価」として、市が実施している事業のうち予算額が 50 万

円以上の事業について、実施や手順が法律で定められている事業を除き、毎年度

担当課長及び担当部長により事務事業評価を実施し、事業の対象者・手法・意図

する成果等について定期的な見直しを行っています。

今回の外部評価対象事業以外の事業に関する評価についても、後日、事務事業

評価シートを公表する予定です。また、過去の事務事業評価シートについては、

市ホームページからご覧いただくことができます。

ホームページ>市政>行政評価>評価結果

http://www.city.naka.lg.jp/page/dir001125.html
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

758

758

家庭ごみ排出量が年々増加し、費用の負担増となっている。減量・資源化を推進し衛生の向上に
寄与。指定ごみ袋で分別を図り減量化の目的で実施。更に、ごみ減量のため生ごみ処理機補助を
し排出されるごみ減量も図る。

21,325

0.22人

0.00人

21,325

758
0.00人

20,567
0

20,567
0

758
020,567

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0

20,567
0

生ごみ処理機補助金交付額

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

35

20,567

659 758

659

0
18,540

0
18,540

758

0

26年度（見込）

平成 6

平成25

市民生活部 環境課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

全世帯・ごみ排出量（可燃ごみ）

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内世帯数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

ごみ排出量（可燃ごみ）
14,030

244

24年度（実績）

g

施策名

事業期間

ごみ啓発等推進事業

款

環境グループ

一般会計
目

01

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

02

年度

ごみ啓発等推進事業

0

基

戸

ｔ

0

廃棄物の処理及び清掃に関する法律により廃棄物の抑
制等が示されているため地域の環境保全及び廃棄物の排
出抑制、分別、再資源化を積極的に推進する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

生ごみ処理機補助金申請基
数

244
千円

枚

35

209

生ごみ処理機補助金交付基
数

17.82

基

46

46

2,521,500 2,530,000

国 庫 支 出 金

46

2,530,000

正 規 職 員

21,325

2,530,000

生ごみ処理機、コンポストの利用実態と実効性を検証し、ごみの減量化につながっているか周知
する必要性がある。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

758
00 00

0.22人

758

0.22人

0.00人

0.22人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 廃棄物の抑制とリサイクルの推進

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

課長 大沼善則

22,200

0.22人

0.00人

476.50

■

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律

（実績）

21,142

実施計画
対象事業

17.82

471.15479.52

13.56 17.82

15,568
0

28年度（計画）

16,227 19,298

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

減量化・資源化に有効な手段として定着している。近年、指定袋原材料の単価が高騰している。電
動生ごみ処理機器はＨ12年から補助対象とし、Ｈ20年から7年経過による代替購入を対象とした。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 15,568 20,567

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

46

ｋｇ

483.05

27年度（計画）

生ごみを減量化することで家庭から排出されるごみの
抑制を図り指定ごみ袋で分別の徹底により減量・資
源化を図る。

14,206

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

家庭用生ごみ処理機器購入に要した費用の１／２に
相当する額を補助（上限補助額：電動生ごみ処理機
器20千円、コンポスト3千円）
指定ごみ袋を作成し商工会へ販売委託により小売店
へ販売され、小売店から消費者が購入し指定ごみ袋
を使いごみの排出をしている。

244

指定ごみ袋販売枚数

46

2,842,500

14,183

24
29

千円

04

千円 0

28年度

第２章 安全で快適な住みよいまちづくり
5 地球にやさしい循環型社会への転換を図る

減量することができた家庭
可燃ごみ排出量（１日当たり

473.90１日一人あたりの家庭可燃
ごみ排出量

46

事業概要

46

14,100

17.82

21,500

14,060

21,729

（計画）

27年度25年度

21,900

46

244

（見込）

26年度

5

一般事務

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

指定ごみ袋の作成及び販売業務委託
生ごみ処理機器の購入補助
市内一斉清掃
班未加入世帯への資源物日程表配布

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

- 6 -



(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 □ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

生ごみ処理機の活用により家庭から排出

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

2,972

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

補助金廃止による購入意識やリサイクルに対する意識低下を招く。また指定ごみ袋の事業は「契
約締結」「販売管理」「委託料支払」であり業務量は比較的小さく人件費はほとんどない。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

□

削減

成
果

ごみの排出者の排出量に対してごみ袋が必要となるため、受益者の負担割合は適正である。

類似事業はなく生ごみを減量化することで廃棄物の抑制が図られる。また指定ごみ袋に入れて排
出することにより分別と抑制につながる。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

ごみ減量化のため、生ごみ処理機やコンポストの有効性をより一層ＰＲし、普及啓発を図る必要がある。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

ごみ減量の手法としてコンポスト活用を市民に周知を図り利用者
の増加を図った。利用者に対してアンケートを実施し状況と成果
の検証を引き続き実施。また、ごみ袋作成や販売を常陸大宮市
と個別に実施するため非効率であり、大宮環境整備組合が一括
して実施することで効率化を図るため常陸大宮市と引き続き働き
かけを行う。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

ごみの処理・減量化については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により定められている。ご
みの適正処理により環境を守る取り組みと資源リサイクルとして行政の関与は妥当である。

前年度比で補助金交付件数が減少しているため、普及啓発・ＰＲ内容を変更しなければならない

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

- 7 -
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 市では、生ごみ処理機の購入に際して補助金を出しています。購入料金の半額(税抜)で 
最高限度3,000円、１世帯２基まで(電動式は20,000円、１基のみ)です。 

詳しくは、環境課 298-1111(代) までお問い合わせください。 

 (住所    那珂市静１８９４番地) 

９０ 

９０ 
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（歳入）

可燃ごみ指定袋代等 ごみ袋販売代金

（歳出）

一般財源 その他

不法投棄等看板作成

班外日程表送付

指定ごみ袋作成委託・指定ごみ袋販売業務委託

一斉清掃片づけ用トラック賃貸

生ごみ処理機器補助金

大宮地方環境整備組合負担金 434,549,000 434,549,000 0 大宮地方環境整備組合に対する負担金

家庭系可燃ごみ収集事業 97,325,550 77,360,800 19,964,750 家庭可燃ごみ収集業務委託

総 額 550,415,400 511,909,800 38,505,600

平成２５年度 那珂市ごみ収集事業関連業務事業費一覧

財 源

支出額 内 容

38,505,600

ごみ啓発等推進事業 18,540,850 0 18,540,850

事 業 名

- 10 -



－ メ モ －
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）

単年度のみ
年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

各種検診実施に係る事務 （健診機関との連絡調整、契約、委託料支
払、各種検診の広報、申し込み受付、案内発送、検診時受付、結果発
送等） 健診データの管理（結果データ管理、精検者の追跡等）

期間限定複数年度単年度繰返
年度～）（開始年度

6

業務委託

年度）

45,904

（計画）

27年度25年度

45,904

17,978

66

（見込）

26年度

0
がんによる死亡者数

17,978

事業概要

81.00

21,264

97.00

45,904

21,264

23
6

千円

04

千円 0

28年度

第３章 健やかで生きがいをもって暮らせるまちづくり
6 健康で生きがいをもって暮らせる保健体制の充実を図る

健康のため日頃取り組みを
している人の割合

21,126

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

総合健診(高齢者健診、生活習慣病予防健診、結核・
肺がん、胃がん、前立腺がん、肝炎ウイルス）35日実
施、子宮がん検診16日、乳がん検診15日実施

66

受診率

17,673

39.1

21,289

（2）投入量の推移 単位

80.00

％

153

27年度（計画）

多くの市民に受診してもらい、病気を早期に発見し、
早期治療へつなげる。また市民が自分の健康状態を
理解し、生活習慣改善に取り組むことができる。

事 業 費 計 (A) 35,996 40,597

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

S30年代結核予防法による結核検診を実施。その後、老人保健法(S58年施行)、地域保健法(H9年
施行)、健康増進法(H15年施行)、がん検診基本法(H19年施行)等に応じて実施。H20年度～健康
診査は各保険者の義務へ。

877

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

3,110
0

28年度（計画）

45,706 48,192

一 般 財 源

1,026

97.00

00

97.03 97.00

課長 菊池正明

45,904

1.50人

0.00人

0

■

健康増進法、がん対策基本法

（実績）

45,873

実施計画
対象事業

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 各種健診と予防事業の推進

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

1.50人

7,720

1.50人

0.00人

1.50人

0

千円

千円

0.00人

7,720
00 00

39.1

市民より、病気の発見や生活習慣の改善ができたという意見あり。また、各地区に実施会場を設
けることで、受診しやすさがあるとのこと。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

39.1

正 規 職 員

48,317

17,978

75.53

38.5 39.1

国 庫 支 出 金

82.00

健診受診数

67
日

％

17,978

66

健康だと思っている市民の
割合

95.80

％

各種検診事業

1,272

人

人

人

0

総合健診の実施
１がん検診(肺、胃、大腸、前立腺、子宮、乳）の実施
２結核検診、肝炎ウイルス検診、高齢者健診、生活習慣

病予防健診の実施

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

施策名

事業期間

各種検診事業

款

健康増進G

一般会計
目

03

事業名
基本事業名

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

参考）20歳以上国保/後期
高齢者数

21,264

66

24年度（実績）

人

26年度（見込）

昭和30

平成25

保健福祉部 健康推進課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

20歳以上の市民

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

20歳以上の市民の数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

40,597

9,710 9,300

9,710

0
3,723

34,143
38,892

9,300

32,009

0
1,272

0
3,840

35,485

健診日数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

78.11

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0

千円

0
0
0
0
0

0
1,272

0
3,840

35,485
3,840

35,485

7,720
040,597

1.50人

0.00人

48,317

7,720
0.00人

7,720

7,720

結核予防法（大正8年制定。その後昭和26年に全面改正）において、市町村に定期の健康診断の
実施が義務付けされたことにより事業を開始した。

48,317
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

健康増進法、結核予防法、がん対策基本法等の法律で市町村が実施することが定められている。

健診の案内の全戸配布、個別通知等による周知や検診料金の無料化(国施策)を実施しているも
のの受診率の伸び悩みあり。今後、がん検診要精密者の受診状況把握し早期治療へつなげる。

妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

H24年度までは、保険課(保健センター)特定健
康診査と総合健診の案内を同封。H25年度よ
り、特定健診は保険課・各種健診は健康推進課
が担当となるも、総合健診案内と受診券を同封
した。組織編成に伴い、市民が混乱しないよう
配慮。

千円)

千円)

0

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

健康寿命を延ばし、平均寿命と健康寿命の格差を小さくすることが、将来の医療・介護費用の負担軽減につながり、未受診者対策をさらに強化
されたい。

□

削減

成
果

検診料金（自己負担額）は、医療費の自己負担割合（3割）と同様に設定している。

国民健康保険や社会保険等による類似事業はあるが、この事業については、法律に市町村が実
施することが定められており、廃止することができない。

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

委託先については、健診日程の年間調整や市民の利便性を配慮した健診場所などを考慮して実
施できている。他事業者の有無については、今後も確認していく必要がある。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

向上

類似事業との統廃合余地

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

増加

0

0

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

成果の向上余地

受診率が向上すれば事業費は増加傾向になる事業であるが、現時点より受診率を向上させ、健康
な市民を増やすために、勧奨方法、未受診者対策等を見直す必要がある。

□

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)
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各 種 健 診 受 診 数 単位：人

生
活
保
護

国
保
優
良

レント
ゲン

喀
痰

超音
波

方法 集団 集団 集団 集団 集団
対象
数

受診数
計

集団
医療
機関

案内発
送者数

受診者
数

集団

通常 通常 4,034 通常 1,595 通常 233 通常 424 通常 通常 181 通常

無料 391 ク 658 ク 184 ク 169 ク 260 ク 30 ク 169 ク 23

計 1,779 計 402 計 684 計 30 計 350 計 23

合計 合計 合計

受診率

通常 通常 4,225 通常 1,571 通常 210 通常 550 通常 通常 222 通常

無料 472 ク 663 ク 201 ク 184 ク 245 ク 16 ク 166 ク 21

計 1,772 計 394 計 795 計 16 計 388 計 21

合計 合計 合計

受診率

備 考
（実施主体：健康推進課外）

国保特定健診
（４０～７５歳）

受診数：結果受領数
法定報告数とは異なる

年
度

総
健
受
診
実
人
数

結
核
検
診

生
活
習
慣
病
予
防
健
診

肝炎
ウイルス
検診

が ん 検 診

マンモグラフィー
１方向

マンモグラフィー
２方向

肺

胃 大腸
前立
腺

子宮

乳
高
齢
者
健
診

（
７
５
歳
～

）

対
象
数

対
象
数

対象数 対象数
対
象
数

対
象
数

対
象
数

実
人
数

二次健診

集団 集団 集団 集団 医療機関 集団 医療機関 集団 医療機関

H２４

6636 5,302

6,976 214 33,447 5,302

3.1%

242

1,075

40 26,645 2,360 33,267 9,800 1,117 23,588 17,413 1,417

計 391 計 4,692

2,181 714 373

15.9% 8.9% 14.1% 11.4% 9.2% 8.1% 41.1% 24.1%

820 10,334 4,243 3,931 312 1,003

H２５

6998 5,522

6865 224 9 33,919 5,522

3.3%

195

1,144

33 26,899 2,347 33,919 9,816 1,139 23,666 17,632 1,483

計 472 計 4,888

2,166 811 409

9.2% 8.4% #VALUE! 20.8%16.3% 8.7% 14.4% 11.6%

798 未 4,306 3,985 321 936
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平成26年度 那珂市と近隣市町村との比較(集団検診）

特定健康診査
特定健康診査
(医療機関）

高齢者検診
生活習慣病
予防検診

結核・肺がん
検診

喀痰細胞診
検査

胃がん検診 大腸がん検診
前立腺がん

検診
肝炎ウイルス

検診
子宮がん検診

子宮がん検診
(医療機関）

乳がん検診
(マンモ１）

乳がん検診
(マンモ２）

乳がん検診
(超音波）

負担額 1,300円 1,300円 無料 1,500円 400円 1,000円 1,400円 500円 1,000円 1,000円 1,300円 2,300円 1,000円 1,500円 1,000円

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～ ３０歳～３９歳
40歳～

65歳～無料
40歳～ 40歳～74歳 40歳～ 50歳～74歳

40歳～
未受診者

20歳～ 20歳～ 50歳～ 40歳～49歳 25歳～56歳

負担額 1,200円 2,100円 1,600円 400円 700円 1,400円 500円 700円 2,300円 1,000円 1,500円

年齢 40歳～70歳未満 40歳～70歳未満 18歳～39歳 40歳～64歳 40歳～69歳 40歳～69歳 40歳～69歳 50歳～69歳 20歳～69歳 50歳～69歳 40歳～49歳

負担額 600円 1,000円 無料 無料 400円 700円 300円 400円 1,200円 500円

年齢 70歳～75歳未満 70歳～75歳未満 40歳～、生保 65歳～ 70歳～74歳 70歳～74歳 70歳～74歳 70歳～74歳 70歳～74歳 70歳～74歳

負担額 600円 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料

年齢 75歳～ 75歳～ 75歳～ 75歳～ 75歳～ 75歳～ 75歳～ 75歳～

負担額 1,000円 1,000円 無料 1,500円
400円
65歳以上無料 1,000円 1,400円 500円 700円 600円 2,300円 900円 1,500円

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～ 18歳～39歳 肺がん40歳～64歳
結核65歳～ 40歳～ 40歳～ 40歳～ 50歳～

40歳～
未受診者

20歳～ 50歳～ 40歳～49歳

負担額 1,000円 1,000円 無料 1,000円 500円 500円 1,000円 500円 1,000円 500円 1,000円 1,500円 1,000円

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～80歳 20歳～40歳未満
肺がん40歳～
結核50歳～

50歳～ 30歳～79歳 30歳～ 50歳～
30歳～
未受診者 20歳～ 20歳～ 30歳～40歳

41歳以上奇数年齢

負担額 1,000円 1,000円 無料 1,000円 無料 800円 1,000円 500円 500円 500円 500円 1,500円 500円 1,000円 500円

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～ 18歳～39歳 40歳～ 40歳～ 18歳～ 18歳～ 40歳～
40歳～70歳
未受診者

18歳～ 18歳～ 57歳～偶数年齢
40歳～56歳
偶数年齢

18歳以上
57歳～奇数年齢

負担額 1,000円 無料 1,000円 無料 500円 1,000円 500円 500円 500円 500円 500円

年齢 40歳～74歳 75歳～ 18歳～39歳
肺がん40歳～
結核65歳～

40歳～ 40歳～ 40歳～ 50歳～
40歳到達
未受診者

20歳～ 30歳～56歳

負担額 無料 無料 無料 2,000円
200円
65歳～無料 1,300円 1,700円 700円 1,000円 800円 1,300円 2,600円 1,300円

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～
39歳以下
生保世帯

64歳以下 50歳～ 40歳～74歳 40歳～74歳 50歳～74歳
40歳～
未受診者

20歳～74歳 20歳～74歳 30歳～56歳

負担額 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料

年齢 40歳～74歳 40歳～74歳 75歳～ 18歳～39歳 40歳～ 30歳～ 40歳～ 50歳～79歳
18歳～
未受診

20歳～ 20歳～ 30歳～

医療機関
検診のみ

実施

無料

30歳～

大子町

東海村

常陸太田市

常陸大宮市

城里町

那珂市

水戸市

ひたちなか市
医療機関
検診のみ

実施

医療機関での
み実施

医療機関
検診のみ

実施

Ｂ+Ｃ1,000円
Ｂ 500円
Ｃ 800円

40歳～69歳

Ｂ+Ｃ 500円
Ｂ 300円
Ｃ 400円

70歳～74歳

1,300円

40歳～56歳
超音波＋マンモ

500円

40歳～

1,000円

40歳～

2014/10/15
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

1,250

1,250

児童福祉法の一部を改正する法律により平成17年4月から、家庭及び児童の相談に応じること
が、市町村の業務として明確に規定され、こども課（設置当時社会福祉課）内に家庭児童相談室を
設置し、事業を開始した。

3,226

0.25人

0.00人

3,226

1,250
0.00人

0
1,748

0
1,748

1,250
01,976

0

千円

0
0
0
0
0

114
114

0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

1,976

電話対応延べ件数

（養育・虐待）相談実件数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

55.5

1,976

1,525 1,250

1,525

0
0

1,968
1,968

1,250

2,030

26年度（見込）

平成17

平成25

保健福祉部 こども課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

那珂市在住の子ども及び子どもに関わるかた

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市民

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1,000

24年度（実績）

120

施策名

事業期間

家庭児童相談事業

款

子育て支援グループ

一般会計
目

01

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

02

年度

家庭児童相談事業

114

件

人

0

子どもに関する様々な問題に、家庭その他からの相談に
応じ、問題の解決のための支援を行なう。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

訪問による対応延べ件数

未把握
件

件

223

995

終結ケース／相談ケースの
割合(継続した養育相談)

％

250

120

49.2

未把握

65

100

119

国 庫 支 出 金

60.0

100

正 規 職 員

3,226

100

支援が必要な家庭が求める相談援助活動については、問題が複雑化していることが多く(学校・
民生委員等)幅広い関係機関の取り組みが必要。関係機関との連携の核となるこの事業は、支援
を求める家庭には必要である。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

1,250
00 00

0.25人

1,250

0.25人

0.00人

0.25人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

3 子育て支援体制の充実

事務事業評価シート
平成26
平成26 7

課長 高橋秀貴

55,800

0.25人

0.00人

■

児童福祉法

（実績）

55,835

実施計画
対象事業

0
0

28年度（計画）

3,555 3,218

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

相談件数は徐々に増加している。核家族化や地域の繋がりが希薄になってきていることもあり公
的機関へ相談する方が増加していると思われる。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 2,030 1,976

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

60.0

27年度（計画）

相談や定期的な訪問等を行ない子どもを支え見守る
とともに、家族が抱えている問題の軽減化を図り、安
定した生活を送れるように支援する。

120

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

窓口への来所、電話での相談に対し、個々の子ども
や家庭にもっとも効果的な援助ができるように取組
む。相談に応じて担当の関係機関に繋いだり、訪問を
行っている。

1,000

来所による対応延べ件数

未把握

70

件

22
12

千円

03

千円 114

28年度

第３章 健やかで生きがいをもって暮らせるまちづくり
4 安心して子どもを産み育てられる環境を整える

250

事業概要

60.0

55,986 55,887

（計画）

27年度25年度

55,800

250

1,000

（見込）

26年度

6

相談・指導

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

養護・保健・障がい・非行・育成についての相談に、子どもの置かれ
た環境の状況を踏まえ解決のための支援を行なう。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 見直し (人件費

■ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

核家族化や地域の繋がりが希薄になってきていることもあり、今後も公的な相談窓口が必要であ
る。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

経費が主に相談業務に携わる職員の人件費と社会保険料だけであり、削減の余地はない。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

□

削減

成
果

法律で定められた事業のため、受益者負担を求める事業ではない。

母子の支援業務である母子自立支援事業と業務が似通った部分があるが、家庭児童相談事業で
は行わない専門的な支援があること、事業費の多くが人件費等であり統廃合しても効果がない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

児童やその母親への言葉の暴力等の精神的虐待は、家庭外からは見えづらいため、民生委員児童委員、保健センター、保育所、幼稚園、小・
中学校など連携のもと、早期発見・支援が必要である。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

家庭及び児童の相談に応じ必要な情報提供及び指導を市町村の業務として行うよう、児童福祉法
により規定されている。

事業のほぼすべてが正規外職員の人件費と社会保険料だけであり、成果の向上はこれ以上望め
ない。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

○
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１人

１人

④ 非行相談 ぐ犯行為（暴走族や暴力団関係者と交際し、将来、刑罰

法に触れる行為を行うおそれがある行動）、触法行為等

⑤ 育成相談 性格行動、不登校、適正相談、育児・しつけ等

虐待以外(養育に欠ける問題、養育に係る経済的問題等)

② 保健相談 未熟児、虚弱児、小児喘息等

③ 障がい相談 発達障がい、肢体不自由、視聴覚障がい、知的障がい等

午前８時３０分～午後５時１５分

(３) 相談内容

① 養護相談 児童虐待

那珂市福田１８１９番地５ （ 電話 029－298-1111 内線 255 ）

那珂市 保健福祉部 福祉事務所 こども課内 家庭児童相談室

(２) 相 談 日 月曜日～金曜日（祝日を除く）

２ 相談の運営

(１) 職員体制 家庭児童相談室長

ケースワーカー

家庭相談員兼
母子自立支援員

（こども課 総括補佐兼務）

２人

（こども課 子育て支援グループ係長兼務）

（ 嘱託職員 ）週４日勤務

１

児童福祉法の一部を改正する法律（平成１６年法律第１５３号）により、平成１７
年から、家庭児童相談に応じることが市町村の業務として明確に規定されました。
那珂市では、平成１７年１月の市制施行の際、福祉事務所内に家庭児童相談室を設

置し、今日まで様々な児童等の相談に対応しています。
近年、児童虐待相談件数の急増により、緊急かつ高度な専門的対応が求められる一

方で、育児不安等を背景に、身近な子育て相談ニーズも増大しており、児童相談所の
みが対応することは効率的とはいえず、身近に相談できる窓口の設置と多様な機関と
の連携による対応が求められています。

(１) 所 在 地

家庭児童相談室の概要
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過去３年間の相談実績・虐待種類別受付

●過去の相談実績（※その他には非行相談も含む）

新規

相談

●過去の相談実績のうち虐待種類別内訳（児童虐待の防止等に関する法律第２条による分類）

身体的虐待 ネグレクト（育児放棄）

33.3%平成25年度

平成24年度

平成23年度 4件

48件

23件

28件

16件

5件

虐待

29件 19件

30件 0件 1件 9件 2件

16件 0件 0件 3件 1件

繰越

件数 件数

平成25年度

平成24年度

119件 48件 47件 2件 6件 9件 7件 66件 53件

65件 23件

年 度
継続

32件 33件

虐待以外養護 保健 障がい 育成

平成23年度

86件

46件

22件

33件

19件

26件 48件 28件

家庭児童相談室 市教育委員会 幼稚園・小・中学校

医療機関 指 導 室

社会福祉課
（生活福祉グループ・

障がい者支援グループ）

県那珂警察署 （生活安全課）

児童養護施設

民生委員・児童委員

高等学校 教育支援センター

民間保育園４施設

その他の福祉施設

健康推進課
（健康増進グループ・

母子保健グループ）

市社会福祉協議会

保育所 等 公立保育所(菅谷・額田)

こども発達相談センター

県常陸大宮保健所 （健康指導課）

(４)

(５) 関係機関等

県福祉相談センター （中央児童相談所）

15件

6件

14件

終結

相談
合計

内 訳

虐待 その他※

21.7%

14.3%

31.3%

52.2%

35.7%

4.2%

0.0%

0.0%

31.3%

26.1%

50.0%

心理的虐待 性的虐待

15件

12件

10件

2件

0件

0件
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

2,500

2,500

地方公務員法に基づき実施するものであり、資質向上と職務能力を向上させるために実施してい
る。

6,972

0.50人

0.00人

6,972

2,500
0.00人

275
4,197

275
4,197

2,500
04,472

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0

275
4,197

受講者数 市研修

派遣研修・自主研
修

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

154.81

4,472

2,930 2,500

2,930

0
196

3,308
3,504

2,500

1,696

26年度（見込）

昭和53

平成25

総務部 総務課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

全職員

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

職員数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

600

24年度（実績）

40

施策名

事業期間

職員研修事業

款

職員グループ

一般会計
目

01

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

職員研修事業

0

人

人

0

研修による人材育成や能力開発を通じて、職員の資質向上
を図り、効果的・効率的な行政運営を実現する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

派遣研修・自主研
修

844
人

課程

133

624

研修修了者の割合

100.00

％

100

40

196.73

10

46

8

42

国 庫 支 出 金

143.74

8

正 規 職 員

6,972

8

人材育成につながる職員研修の重要性については、市議会でも毎年一般質問があり、職員削減
が進む中、一人ひとりの資質向上のために、より一層職員研修を推進すべきとの意見が出されて
いる。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

2,500
00 00

0.50人

2,500

0.50人

0.00人

0.50人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

5 効果的な行政運営

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

課長 川崎 薫

484

0.50人

0.00人

■

地方公務員法第39条 那珂市
職員研修規定

（実績）

490

実施計画
対象事業

100.00100.00 100.00

262
0

28年度（計画）

4,888 6,004

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

国・県からの権限移譲及び職員数の削減により、個々の業務負担が増加し、より専門的な知識が
求められるようになった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 1,958 4,472

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

143.74

％

27年度（計画）

人材育成の目指すべき職員像である、信頼される職
員、自立する職員、創造性あふれる職員を育成する

40

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市研修
派遣研修
自主研修

600

研修課程数 市研修

120

8

課程

16
5

千円

02

千円 0

28年度

第６章 行財政運営の効率化による自立したまちづくり
1 効果的・効率的な行政運営を行う

研修効果を自覚した職員の
割合

100

事業概要

143.74

100.00

489 487

（計画）

27年度25年度

486

100

600

（見込）

26年度

6

管理・運営

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

職員研修の企画・運営 市研修(一般・特別) 派遣研修(茨城県自治研
修所・市町村アカデミー等） 自主研修(通信教育助成等)

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

研修内容の検討を随時行い、その時々で必要とされる能力を養成するため、外部・内部研修等の
研修を活用し、職員のスキルアップ・人材の育成に今後もつなげていく。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

市独自の研修について、職員が講師を務めるなど経費節減に努めているが、外部講師を必要とす
る研修もあり、事業費の削減の余地がない。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

□

削減

成
果

職員の実務能力の向上を図ることにより、効果的な行政運営に結びつくため公費負担は妥当であ
る。

業務に直結する研修の実施は、各課の判断で行っており、研修事業との統合は効率的でない。職
員の資質・能力向上の観点から休廃止は考えられない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

職員のスキルアップ・人材育成のために、研修の内容を毎年見直し充実させる必要がある。特に経営感覚を養い市民サービスを充実させるた
め、民間への派遣研修も取り入れるべきである。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

市が期待する職員を育成するために、研修方法
や内容について随時見直し、研修の充実を図る
必要がある。階層別研修や派遣研修などの従
来の枠にとらわれない、新たな研修方式として
時間外自主講座を実施した。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

職員研修は、地方公務員法に基づき任命権者が実施するものであり、行政サービス向上のため
には、職員の資質・能力向上は必須である。

研修内容は年度ごとに計画を立て逐次改編、改善しているが、必要とされる能力は、時代や環境
の変化とともに変わっていくものであり、今後とも改善が要求される。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

- 23 -



○平成 25 年度 職員研修 実施一覧

一 般 研 修

1．新規採用課程（前期）
４月１５日から４月１８日 （場所 市役所５階５０３・５０４会議室）

研修終了者：平成 25 年新規採用職員 16 名

9 10 11 12 13 14 15 16 17

４
月
15
日
（
月
）

開
講
式

オリエンテ
ーション

自己紹介

各課の概要

総務課

昼
食
・
休
憩

市民と協働

のまちづくり

市民協働課

Ｉ Ｔ 講 習

政策企画課

４
月
16
日
（
火
）

文書実務

総務課

福利厚生・
給与と服務

総務課

昼
食
・
休
憩

税のしくみ

税務課

財政の基礎

財政課

那珂市の観
光と商業

商工観光課

４
月
17
日
（
水
）

周辺施設及び市内施設見学 昼
食
・
休
憩

周辺施設及び市内施設見学

日本原子力発電㈱
東海第２原子力

発電所
給食センター

大宮環境
整備組合

歴史民俗資料館 総合運動公園

４
月
18
日
（
木
）

接 遇 研 修

「さわやか対応基礎講座」
講師 ㈱常陽産業研究所

閉
講
式
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２．初級職員第１部課程
１月２２日、２３日（場所 市役所５階５０３・５０４会議室）

研修終了者：採用後５～６年目職員 16 名

9 10 11 12 13 14 15 16 17

１
月

２２
日

(水)

開
講
式

これまでを振り返って

研修生

副市長講話

副市長

昼

食

・

休

憩

市民と協

働のまちづ

くり

市民協働課

行政評価の

ポイント

行財政改革

推進室

契約事務の

流れ

財政課

起案から保存

まで文書の話

し

総務課

１
月

２３
日

(木)

説明・説得力向上研修

話し方教育センター

講師 依光 朋子

昼

食

・

休

憩

説明・説得力向上研修

話し方教育センター

講師 依光 朋子

閉

講

式

３．人事評価研修（管理職）

（１）管理職研修

○期 日 平成２５年５月１６日（木）及び１７日（金）

９：００～１２：００

１３：００～１６：００

○場 所 那珂市役所 5 階会議室

○内 容 「目標設定研修」

○対 象 課長補佐以上の職員 １４２名

○講 師 日本能率協会コンサルティング 宮澤 克己
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（２）一般職員研修

○期 日 平成２５年１１月１日（金） １０：００～１１：３０

１３：３０～１５：００

１５：３０～１７：００

○場 所 那珂市役所 5 階会議室

○内 容 「那珂市人材育成基本方針及び人事評価の基本」

○対 象 一般職員員 １９７名

○講 師 日本能率協会コンサルティング 宮澤 克己

（３）管理職研修

○期 日 平成２６年２月６日（木）及び７日（金）

９：００～１２：００

１３：３０～１７：００

○場 所 那珂市役所 5 階会議室

○内 容 「評価・自己評価研修」

○対 象 課長補佐以上の職員 １３６名

○講 師 日本能率協会コンサルティング 宮澤 克己

４．健康セミナー（メンタルヘルス）研修

○期 日 平成２６年３月２０日（木）１３：３０～１６：３０

○場 所 中央公民館 １階 大会議室

○内 容 メンタルヘルスの基礎知識、自己診断、コミュニケーションの

方法

○対 象 受講希望者 １７名

○講 師 ㈱話し方教育センター 内田 由美
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５．管理職研修会（ふるさと大使講演会）

○期 日 平成２５年１０月２５日（金）１５：３０～１７：００

○場 所 那珂市役所 5 階会議室

○内 容 顧客第一の経営理念及び職場の活性化、人材育成

○対 象 課長補佐以上の管理職 ６２名

○講 師 税理士法人 古田土会計

代表社員 古田土 満

６．時間外自主研修

○期 日 平成２５年１１月１３日（水）１８：００～２０：００

平成２５年１１月１４日（木）１８：００～２０：００

平成２５年１１月２０日（水）１８：００～２０：００

平成２５年１１月２６日（火）１８：００～２０：００

○場 所 那珂市役所 5 階会議室

○内 容 財政講座（基礎編）

○対 象 希望職員 ３８名（４年目までの職員）

○講 師 総務部長 宮本 俊美
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２ 派 遣 研 修

（１）茨城県自治研修所

【研修修了者】

☆特 別 研 修☆

自主研修促進研修

研 修 課 程 課室名 職 名

研修担当者レベルアップ研修 総務課 係長

地方公務員制度講師養成研修 総務課 主幹

地方財務事務講師養成研修 財政課 主事

☆特 別 研 修☆

行政基本・政策研究コース

研 修 課 程 課室名 職 名

行政法講座 議会事務局 書記

地方自治講座 社会福祉課 主幹

法制執務講座 総務課 主幹

訴訟法務講座 建築課 主幹

民法講座 介護長寿課 主事

政策形成基礎講座 政策企画課 主事

行政に活かすマーケティング講座 商工観光課 係長
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自己開発コース

研 修 課 程 課室名 職 名

クレーム対応能力向上講座（基礎） 保険課 主幹

クレーム対応能力向上講座（応用） 市民課 主幹

メンタルタフネス講座 保険課 課長補佐

ファシリテーション講座 生涯学習課 主査

論理的問題解決力向上講座 学校給食センター 技幹

タイムマネジメント講座 土木課 技幹

議会答弁対応能力向上講座 保険課 主査

情報発信力向上講座 保険課 課長補佐

新規採用職員課程 16 名

第 4 部職員課程（15 年目職員） 4 名

新任係長課程 19 名

新任課長補佐課程 16 名

新任課長課程 12 名

新任部長等課程 9 名

＊研修場所は一部の研修を除き茨城県自治研修所で実施しています。

☆階層別研修☆
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（２）その他の派遣研修

１．市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

○科 目 住民行政事務

○期 間 平成 2５年６月１１日～６月１９日

○受講者 市民課 係長

○科 目 自治体財政運営

○期 間 平成 2５年８月２７日～９月６日

○受講者 財政課 主幹

○科 目 魅力ある都市づくり

○期 間 平成 2５年９月２５日～１０月３日

○受講者 都市計画課 主査

○科 目 文化・芸術の活用による地域づくり

○期 間 平成 2５年１１月２５日～１１月２９日

○受講者 生涯学習課 主幹

○科 目 観光戦略と地域ブランド

○期 間 平成 2５年１２月３日～１２月１１日

○受講者 商工観光課 主事

○科 目 生活保護と自立支援

○期 間 平成 2６年２月３日～２月７日

○受講者 社会福祉課 主幹

２．市町村職員海外派遣研修（主催財団法人 茨城県振興協会）

○期 間 ８月２５日（日）～９月１日（日）

○研修先 デンマーク（コペンハーゲン・アレロド）

ドイツ（ミュンヘン、ストラスキルヘン）

○研修事項 教育政策・環境政策・社会福祉政策等

○受講者 防災課 主幹
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３．安全運転中央研修所研修

☆青少年運転者研修☆

○期 日 第 1 班 平成２４年４月１９日（金）

○場 所 安全運転中央研修所

○内 容 ・運転適性検査法

・ 日常点検・基本走行・スラローム走行・ブレーキング

・ 模擬市街地における危険予測と回避

○研修終了者：平成 25 年新規採用職員 16 名

＜自主研修＞

通信教育等助成

【研修修了者】

研 修 課 程 課室名 職 名

建築物環境衛生管理技術者 建設部建築課 課長補佐

２級ボイラー試験
学校教育課

学校給食ｾﾝﾀｰ
調理員

予防技術検定（消防用設備）
消防本部予防課 係長

消防本部西署 主事

予防技術検定（危険物）

消防本部予防課 係長

消防本部西署 係長

消防本部西署 主幹

多数傷病者ヘの対応

標準トレーニングコース
消防本部東署 主幹

第 8 回ホロルの里外傷セミナー
消防本部東署 主事補

消防本部東署 主事補

乙種危険物取扱者（第 4 類） 消防本部西署 係長

予防技術検定 消防本部西署 主事補

予防技術検定（防火査察） 消防本部西署 主幹

新生児蘇生・分娩介助講習会

消防本部東署 主事

消防本部東署 主事補

消防本部東署 主幹

＊所属名・職名等は、研修を受講したときのものを表示しています。
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

500

500

商工会の活動をより活性化させることで、市内中小企業者の振興を図ることができる。

13,500

0.10人

0.00人

13,500

500
0.00人

0
13,000

0
13,000

500
013,000

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

13,000

商工会会員数

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

181

13,000

510 500

510

0
0

13,000
13,000

500

13,000

26年度（見込）

昭和35

平成25

産業部 商工観光課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

・市内事業者数

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

事業所数（経済ｾﾝｻｽ調査／
H21基礎調査、H24活動調査）

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

1136.

24年度（実績）

4,319,133

万円

施策名

事業期間

商工会補助事業

款

商工観光G

一般会計
目

02

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

商工会補助事業

0

回

箇所

0

中小企業者の経営改善及び近代化・合理化を図るため、那
珂市商工会に対し補助を行い、各種指導・相談業務の強化
を支援し、中小企業の活性化を促進する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

万円

商工会支部・部会等事業開
催回数

1149.
名

39.

1136.

金融斡旋事業（貸付件数）

2,639

件

39.

151

国 庫 支 出 金

181

正 規 職 員

13,500

商工業活性化のため、今後も継続して支援を行なってほしい（那珂市商工会）

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

500
00 00

0.10人

500

0.10人

0.00人

0.10人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 商業の振興

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

課長 引田克治

1,953

0.10人

0.00人

7,651,240

■

（実績）

1,958

実施計画
対象事業

1,966

7,651,240

5,200,000

7,651,240

1,966 1,966

0
0

28年度（計画）

13,510 13,500

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

近年、商工会の会員数の減少等により財政運営は厳しくなっており、県商工会連合会への人事
一元化による正規職員数の適正化や積立金等の取り崩しによる財政確保など、一層効率的な団
体運営に努めている。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 13,000 13,000

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

181

件

7,651,240

4,319,133

27年度（計画）

4,096,717製造品出荷額等(従業者4人以
上)経済ｾﾝｻｽ/H24活動調査

・経営の改善及び近代化、合理化を図る ・競争力
の向上を図る ・地域雇用の創出、安定化を図る

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・資金補助及び斡旋委託
（人件費補助、事業費補助）

1136.

37.

24
13

千円

06

千円 0

28年度

第５章 活力があり賑わいのあるまちづくり
2 地域に活力をもたらす商工業の振興を図る

指導及び相談件数

5,200,000

7,651,240年間商品販売額（H19商品
販売額）

39.

事業概要

181

1,966

1,953 1,953

（計画）

27年度25年度

1,953

39.

1136.

（見込）

26年度

6

補助事業

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

那珂市商工会への補助金交付事務 計 13,000,000円
・人件費補助 12,250,000円（商工会等職員設置費等事業 9,884,315円、

商工会等ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ事業 2,365,685円）
・事業費補助 750,000円（商店街賑わい創出事業 750,000円）

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

「那珂市商工業振興計画」に基づく施策の実施主体であり、また、商工業振興の中心的役割を担
うことから、商工業者のニーズの把握に努め、効率的・有効的な活動と自主性を図る。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

事業費＝補助金なので、市の財政状況や商工会事業の実施状況などを踏まえながら、今後も継
続的に検討していく必要がある。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

□

削減

成
果

積算根拠は、平成21年度より総人件費及び一部事業費の所要額から県補助額を差し引いた商工
会自己負担額の2分の1の額とし明確化・ルール化している。会員は年会費を自己負担している。

類似事務事業がないため統廃合の余地はない。また、市商工業振興計画に基づく施策の実施主
体として団体の役割が大きいため、事業廃止や休止した場合の影響が大きい。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

商工会は地元の中小企業を支え、雇用を含め産業を振興する役割を担い、また、商店街の振興や地域活性化に大きな成果をあげている。今後
は、経営の効率化を図り、より高度化、専門化するニーズに応えていく。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

・24年度実績報告書及び25年度交付申請書の
内容を十分に精査することで、補助内容の適正
化を図った。
・事業実施に際して、商工会との連絡・調整を

密に行い適正化を図った。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

商工会は地域商工業の振興発展に中心的役割を担っており、また、市商工業振興計画に基づく施
策事業の実施主体にもなっているため、公共関与については妥当性がある。

「那珂市商工業振興計画」に基づく各施策を商工会を中心に商工業者と共に取り組むことで、地域
商工業の振興及び地域経済の活性化が図られる。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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（ ）

（ ）

※ このシートは、（一財）構想日本による「事業仕分け」時に使用する資料の様式を使用して作成しました。

団体名

千円

財務諸表URL -

特記事項

負債総額： - 円 資本総額： - 円
利益剰余金（もしくは欠損金）： - 円

0

団体概要

31,716

（単位：人）

別紙のとおり
（リーフレット「商工会はこんなとこ！」）

平成26年度外部評価対象事業（商工会補助事業）

予算事業名 商工会補助事業 事業開始年度 昭和35年

千円

国からの財政支出金

千円

千円

団体への
支出根拠

（選定経過等、
支出先の妥当

性）

・那珂市補助金等交付規則
・商工会が行う事業の内、補助金の対象となる事業は、①茨城県補助事業②地域総合振興事業です。（那珂市商工会運
営費補助金交付要綱（内規））
・市補助金の積算根拠は、茨城県補助事業は「（前年度支出額-茨城県補助金）×５０％」、地域総合振興事業は「市長が
定です。（那珂市商工会運営費補助金交付要綱（内規））

当該事業の
団体における

収支状況
千円

15,170 千円

59,886

千円

千円

資本金

委託料・指定管理料

総計

その他

補助金

役
職
員

那珂市商工会

千円 59,886

千円 12,045

支出収入

千円

県からの財政支出金

うち
（出向・OB）

33

8

0

0

常勤

0

うち
（出向・OB）

市町村からの財政支出金 2,336

市出資金

その他

13,000

0

13,000

総計

うち
（出向・OB）

- ％

-

0

非常勤

役員 2

0

監事

職員

千円

千円

千円

千円

出資比率

商工会等職員設置費

商工会等リーディング事業費

総合事業費(商店街賑わい創出事業)

自主財源

-

千円

千円

千円

45,505

団体全体の
収支状況

収入 支出

国からの財政支出金 千円 商工会等職員設置費等事業 45,505 千円

県からの財政支出金 31,716 千円 商工会等リーディング事業費 12,045 千円

市町村からの財政支出金 13,300 千円 総合事業費 35,011 千円

委託料・指定管理料 千円 1,940 千円

補助金 13,000 千円 積立金等支出 千円

その他（産品開発補助） 300 千円

会費手数料等収入他 55,482 千円 総計 98,381

3,880

資産取得支出

※委託料は設計ベースのため、収入と一致しない場合あり。

千円

総計 100,498 千円 収支差 2,117 千円

その他

平成23平成25年度
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－ メ モ －
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

1,443

1,443

市民の自主的な活動を促進するため、平成23年4月に自治組織制度が導入され、市が市民自治
組織の活動を支援することになった。

109,748

0.32人

0.00人

109,748

1,443
0.00人

0
108,305

0
108,305

1,443
0108,305

0

千円

0
0
0
0
0

0
0
0千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

そ の 他

人
件
費

0
0
0
0

108,305

交付金の交付件数（自治
会）

25年度（実績）

⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

74.3

108,305

1,500 1,430

1,500

0
0

106,513
106,513

1,430

106,369

26年度（見込）

平成23

平成25

市民生活部 市民協働課

②手段（具体的な事務事業のやり方）

市民自治組織（自治会及び地区まちづくり委員会）

④対象指標（対象の大きさを表す指標）

自治会の数

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等

（計画）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

全体計画

地区まちづくり委員会の数
8

69

24年度（実績）

施策名

事業期間

市民自治組織支援事業

款

市民活動グループ

一般会計
目

07

事業名
基本事業名

作成日

事務事業名
担当部課G等

総合計画体系

予算科目

評価対象年度

項

施策の大綱（施策名）

01

年度

市民自治組織支援事業

0

件

組織

組織

0

地域の発展や課題解決に取り組む自治会及び地区まちづ
くり委員会の活動を支援するため、予算の範囲内におい
て、那珂市地域まちづくり交付金を交付する。

会計

（実績）

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか）

交付金の交付件数（地区ま
ちづくり委員会）

69
件

8

69

班（組合）加入率

52.1

％

8

75.2

国 庫 支 出 金

75.0

正 規 職 員

109,748

市民自治組織の関係者から、自治会加入率の低下や加入促進策について、意見や要望が寄せら
れている。

（3）事務事業の環境変化・市民意見等
千円

千円

0.00人

1,443
00 00

0.32人

1,443

0.26人

0.00人

0.32人

0

点検日
事業類型

記入者氏名

根拠法令

24年度

1 市民・コミュニティとの協働体制の確立

事務事業評価シート
平成26
平成26 6

課長 中山悦男

69

0.31人

0.00人

■

那珂市地域まちづくり交付金
交付規則

（実績）

69

実施計画
対象事業

67.541.9 65.0

0
0

28年度（計画）

107,869 107,943

一 般 財 源

0
地 方 債

財
源
内
訳

0
県 支 出 金

「地域のことは自らが考え行動する」という自治の精神が徐々に浸透し始め、自治会及び地区まち
づくり委員会が、地域の発展や課題解決に向けて、様々な活動に取り組むようになった。

0

投入量(A)+(B)

①事業を始めたきっかけ

事 業 費 計 (A) 106,369 108,305

正 規 外 職 員

人 件 費 計 (B)

（2）投入量の推移 単位

73.7

％

27年度（計画）

市民自治組織の活動を支援することで、市民との協
働によるまちづくりを推進する。

8

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

地域まちづくり交付金の交付 69

8

8

25
19

千円

02

千円 0

28年度

第１章 市民との協働のまちづくり
1 市民との協働によるまちづくりを推進する

まちづくり活動に参加してい
る市民の割合

8

事業概要

75.0

8

53.5

69

8

69

（計画）

27年度25年度

69

8

69

（見込）

26年度

5

補助事業

年度）
期間限定複数年度単年度繰返

年度～）（開始年度
単年度のみ

年度 ～

【全体概要】 【業務内容】

１ 現状把握の部（DOシート）

・算出基準に基づき、交付金の額を算出し、自治会及び地区まちづくり
委員会に交付する。（4月、10月）
・自治会及び地区まちづくり委員会から提出された総会資料（事業計
画、活動実績）の内容を精査する。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？ 開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

③関係者からの意見要望（この事務事業
に対して関係者（市民、議会、事業対象
者、利害関係者等）からどんな意見や要
望が寄せられていますか？）
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(予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

■ 見直し (人件費

□ 現状維持 ■ 反映なし

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④事業費や人件費の削除余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
担当部長としての意見・考え方(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□

改革・改善による期待成果

(前年度最終評価)

千円)

市民自治組織が地域にとって必要な組織であることを市民に知ってもらうとともに、その活動に参加
するきっかけを提供できるよう、市ホームページ内に開設した「市民自治組織情報掲示板」の内容
を充実させていく。

□

成果の向上余地

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

市関与の妥当性目
的
妥
当
性
評
価

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

（4）前年度の評価結果に対する改革・改善の取り組み

⑤

●成果を下げずに、単位当たりコストを削減
し活動指標を増加（維持）させることはでき
ませんか？●担当者の業務の一部（全部）
を民間委託にすることで、担当者の負担（人
件費）を減少できませんか？●事業目的に
そぐわない支出はありませんか？

余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

前年度の評価の結果、どのように
取り組みましたか？ また、取り組
み後どのように変わりましたか？
見直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

0

増加

0

0

維持

廃止・休止の可能性

（前年度評価結果を踏まえた見直し内容）

向上

類似事業との統廃合余地

維持

受益者負担の適正余地

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判断
し、影響は限定的で対応は可能であると見
込まれますか？

事業費を削減してしまうと、市民自治組織の協働に対する意識の低下を招くおそれがある。
人件費は、必要最小限の労力で事務を行っており、これ以上の削減余地はない。

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していません
か？

□

削減

成
果

本事業は市民自治組織の活動を支援するために交付金を交付する事業であり、受益者負担を求
める事業ではない。

類似事業はなく、統廃合の余地はない。
協働体制の確立に向け、今後も市民自治組織と連携協力してまちづくりを進めていく必要があるこ
とから、廃止・休止はできない。

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）

低下

自治会組織の基礎は地域住民の参画にあるので、各自治会と連携し自治会加入促進の具体的方策を検討し、加入促進を支援する必要があ
る。

見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

２ 評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

千円)

転入者に自治会加入のチラシを配布したり、市
ホームページにおいて、自治会の主な活動を紹
介したりした。また、自治会加入チラシを未加入
世帯に郵送し、自治会加入促進に努めた。

千円)

千円)

0

統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

統廃合の余地がない

廃止・休止の可能性がない

事業費の削除余地がない

安全で安心して生活できる魅力あるまちを実現するためには、地域の発展や課題解決に努める市
民自治組織の役割が一層重要になってきており、市がその活動を支援することは妥当である。

広報等を活用し、市民自治組織が地域にとって必要な組織であることを市民に知ってもらうととも
に、その活動に参加するきっかけを提供することで、成果を向上させる余地がある。

妥当である

人件費の削除余地がない

事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

適正である

受益者負担を求める事業ではない

見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

３ 計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性）

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

○

コスト

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

※担当課長、グループ長、担当者が記載

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□
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地域まちづくり交付金について

１ 交付金の趣旨

地域の発展や課題解決に取り組む自治会及び地区まちづくり委員会(以下「市民

自治組織」という。)の活動を支援するため、予算の範囲内において、那珂市地域

まちづくり交付金(以下「交付金」という。)を交付する。

２ 交付の対象

交付金の交付の対象は、市民自治組織とし、次の各号のいずれかに該当するもの

に充てることができる。

（１）保健及び福祉の推進を図る活動

（２）防災、防犯及び交通安全の推進を図る活動

（３）環境衛生及び環境美化を図る活動

（４）青少年健全育成を振興する活動

（５）文化及びスポーツを振興する活動

（６）その他地域活性化を図る活動

（７）市民自治組織の運営に関する経費

３ 交付金の額

（１）自治会

区分 算出基準 備考

基本額

均等割 270,000 円 1 自治会当たり

世帯割 1,950 円

自治会から報告のあった前年

度 2 月 1 日現在の加入世帯 1

世帯当たり

文書配送事務委託分 1,200 円 1 加入世帯当たり

防犯灯維持管理分 1,500 円
当該年度4月 1日現在の基数1

基当たり

自治活動施設維持

管理分

光熱水費分 30,000 円
当該年度4月 1日現在の館数1

館当たり

借地料分
借地料の 3分の 1の額

(1,000 円未満切捨て)

借地料が年額 30,000 円以上の

施設で上限 100,000 円とする。

（２）地区まちづくり委員会

区分 算出基準 備考

均等割 1,300,000 円 1 委員会当たり

人口割 70 円
前年度2月1日現在の住民基本

台帳による人口 1 人当たり

事務局員配置分 1,800,000 円

1 人当たり

1 委員会当たり 1 人とする。た

だし、菅谷地区は 2 人とする。

４ 交付の時期

市は、交付金を毎年 4月末日まで及び 10 月末日までに交付する。

５ 事業計画及び活動報告

市民自治組織は、交付金により実施する事業計画及び交付金により実施した事業

実績が記載された総会資料を毎年 5月末日までに市に提出する。
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６ 参考

（１）交付金に関する主な経緯

年月 主な経緯

平成 20年 4 月 ○那珂市協働のまちづくり検討委員会を設置

市の取り組み方針や市民と行政の役割分担のあり方などを整理した

「那珂市協働のまちづくり指針」の策定に向け、検討を始める。また、

検討委員会の中に、支援制度部会を設け、市民自治組織及び市民活動団

体に対する支援策について調査・検討を行う。

平成 21年 12 月 ○那珂市協働のまちづくり指針を策定

これまで市の各部署から支出していた各地域への補助金・交付金を可

能な限り整理統合し、まちづくり一括交付金を創設し、市民自治組織の

運営及び活動を支援する旨が示される。また、正副区長報酬、地域振興

交付金、区長会補助金、分館長・派遣主事報酬等の総額を算定基礎とし

て制度設計し、交付金等に配分する旨が示される。

平成 22年 6 月 ○那珂市地域まちづくり交付金交付規則を制定

平成 22年 6月 3 日規則第 31 号 平成 23 年 4月 1 日施行

・自治会

基本額

均等割 270,000 円/1 自治会当たり

世帯割 1,950 円/1 加入世帯当たり

文書配送事務委託分

1,200 円/1 加入世帯当たり

防犯灯維持管理分

1,500 円/1 基当たり

自治活動施設維持管理分

光熱水費分 30,000 円/1 館当たり

借地料分 借地料の 1/3

・地区まちづくり委員会

均等割 1,000,000 円/1 委員会当たり

人口割 70円/人口 1 人当たり

平成 22年 12 月 ○那珂市地域まちづくり交付金交付規則の一部を改正

平成 22年 12 月 24 日規則第 47号 平成 23年 4 月 1日施行

自治会の均等割の額について、自治会が統合等を行った場合の経過措

置を追加する。また、バス借り上げ相当額として、地区まちづくり委員

会の均等割を増額する。

・地区まちづくり委員会

均等割 1,300,000 円/1 委員会当たり

平成 23年 4 月 ○那珂市地域まちづくり交付金交付規則を施行

平成 24年 1 月 ○那珂市地域まちづくり交付金交付規則の一部を改正

平成 24年 1月 30 日規則第 2 号 平成 24 年 4月 1 日施行

地区まちづくり委員会について、事務局員配置分を追加する。

・地区まちづくり委員会

事務局員配置分 1,800,000 円/1 人当たり

平成 26年 3 月 ○那珂市地域まちづくり交付金交付規則の一部を改正

平成 26年 3月 28 日規則第 7 号 平成 26 年 4月 1 日施行

交付の時期について、「4 月末日及び 10 月末日」を「4 月末日まで及

び 10 月末日まで」に改める。

（２）平成２５年度地域まちづくり交付金の内訳 別紙１参照

（３）市民自治組織に対する他の助成事業 別紙２参照

（４）自治会及び地区まちづくり委員会の主な活動 別紙３参照
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平成２５年度地域まちづくり交付金の内訳 別紙１

○自治会

均等割 世帯割 光熱水費分 借地料分

1 本米崎 378 270,000 737,100 453,600 78,000 60,000 10,000 1,608,700

2 向山 223 270,000 434,850 267,600 22,500 90,000 20,000 1,104,950

3 横堀 382 270,000 744,900 458,400 94,500 30,000 0 1,597,800

4 堤 228 270,000 444,600 273,600 37,500 30,000 0 1,055,700

5 杉 370 270,000 721,500 444,000 55,500 30,000 0 1,521,000

6 額田第一 184 270,000 358,800 220,800 51,000 30,000 0 930,600

7 額田第二 158 270,000 308,100 189,600 34,500 30,000 0 832,200

8 額田第三 321 270,000 625,950 385,200 114,000 30,000 0 1,425,150

9 額田第四 223 270,000 434,850 267,600 78,000 0 0 1,050,450

10 額田第五 164 270,000 319,800 196,800 42,000 0 0 828,600

11 額田第六 125 270,000 243,750 150,000 43,500 30,000 0 737,250

12 鷺内 541 270,000 1,054,950 649,200 150,000 30,000 46,000 2,200,150

13 東組 623 270,000 1,214,850 747,600 151,500 30,000 0 2,413,950

14 寄居 252 270,000 491,400 302,400 84,000 30,000 33,000 1,210,800

15 仲之内 330 270,000 643,500 396,000 109,500 0 0 1,419,000

16 堀之内 286 270,000 557,700 343,200 85,500 60,000 106,000 1,422,400

17 下宿下 174 270,000 339,300 208,800 69,000 30,000 64,000 981,100

18 下宿上 387 270,000 754,650 464,400 114,000 0 0 1,603,050

19 菅谷中宿 543 270,000 1,058,850 651,600 124,500 30,000 0 2,134,950

20 上宿第１ 402 270,000 783,900 482,400 156,000 30,000 0 1,722,300

21 上宿第２ 81 270,000 157,950 97,200 42,000 0 0 567,150

22 上宿第３ 253 270,000 493,350 303,600 85,500 0 0 1,152,450

23 一の関 405 270,000 789,750 486,000 189,000 0 0 1,734,750

24 原福田 167 270,000 325,650 200,400 49,500 30,000 0 875,550

25 仲福田 148 270,000 288,600 177,600 37,500 30,000 0 803,700

26 下福田 100 270,000 195,000 120,000 34,500 30,000 21,000 670,500

27 かしま台 297 270,000 579,150 356,400 156,000 30,000 0 1,391,550

28 ときわ台 178 270,000 347,100 213,600 78,000 30,000 0 938,700

29 野仲 232 270,000 452,400 278,400 46,500 120,000 104,000 1,271,300

30 上宿 163 270,000 317,850 195,600 16,500 0 0 799,950

31 後台中宿 226 270,000 440,700 271,200 49,500 30,000 0 1,061,400

32 田向 203 270,000 395,850 243,600 58,500 30,000 0 997,950

33 後台第三 321 270,000 625,950 385,200 79,500 30,000 0 1,390,650

34 中台第一 254 270,000 495,300 304,800 91,500 30,000 0 1,191,600

35 中台なみき 306 270,000 596,700 367,200 82,500 30,000 0 1,346,400

36 中台津田 229 270,000 446,550 274,800 61,500 0 0 1,052,850

37 東木倉 276 270,000 538,200 331,200 55,500 30,000 0 1,224,900

38 西木倉 174 270,000 339,300 208,800 21,000 30,000 0 869,100

39 豊喰 202 270,000 393,900 242,400 28,500 30,000 0 964,800

40 下江戸 108 270,000 210,600 129,600 43,500 30,000 11,000 694,700

41 大内 60 270,000 117,000 72,000 6,000 30,000 0 495,000

42 田崎 75 270,000 146,250 90,000 27,000 30,000 0 563,250

43 立石 115 270,000 224,250 138,000 33,000 30,000 0 695,250

44 宿 128 270,000 249,600 153,600 24,000 30,000 0 727,200

45 若宮 99 270,000 193,050 118,800 15,000 30,000 10,000 636,850

自治活動施設維持管理分
計No. 自治会名

加入世帯数
(H25.2.1現在)

基本額 文書配送事務
委託分

防犯灯維持
管理分
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均等割 世帯割 光熱水費分 借地料分

自治活動施設維持管理分
計No. 自治会名

加入世帯数
(H25.2.1現在)

基本額 文書配送事務
委託分

防犯灯維持
管理分

46 中谷原 89 270,000 173,550 106,800 7,500 30,000 0 587,850

47 飯田 565 270,000 1,101,750 678,000 63,000 0 0 2,112,750

48 鴻巣 426 270,000 830,700 511,200 61,500 0 0 1,673,400

49 旭 189 270,000 368,550 226,800 19,500 0 0 884,850

50 戸崎 333 270,000 649,350 399,600 30,000 30,000 0 1,378,950

51 鹿島 55 270,000 107,250 66,000 18,000 30,000 0 491,250

52 白河内 163 270,000 317,850 195,600 37,500 30,000 0 850,950

53 門部台 117 270,000 228,150 140,400 25,500 30,000 0 694,050

54 門部圷 45 270,000 87,750 54,000 21,000 30,000 0 462,750

55 下河原 52 270,000 101,400 62,400 6,000 30,000 13,000 482,800

56 北酒出 67 270,000 130,650 80,400 1,500 30,000 0 512,550

57 内宿 90 270,000 175,500 108,000 7,500 30,000 16,000 607,000

58 新宿 157 270,000 306,150 188,400 31,500 30,000 0 826,050

59 静 150 270,000 292,500 180,000 97,500 30,000 100,000 970,000

60 下大賀 261 270,000 508,950 313,200 115,500 30,000 0 1,237,650

61 瓜連上 372 270,000 725,400 446,400 117,000 30,000 26,000 1,614,800

62 瓜連中 136 270,000 265,200 163,200 34,500 0 0 732,900

63 瓜連下 309 270,000 602,550 370,800 127,500 30,000 52,000 1,452,850

64 古徳 224 270,000 436,800 268,800 87,000 30,000 50,000 1,142,600

65 中里 253 270,000 493,350 303,600 136,500 30,000 0 1,233,450

66 鹿島 86 270,000 167,700 103,200 81,000 30,000 0 651,900

67 平野第１ 233 270,000 454,350 279,600 130,500 0 0 1,134,450

68 平野第２ 254 270,000 495,300 304,800 144,000 30,000 0 1,244,100

69 平野第３ 221 270,000 430,950 265,200 127,500 0 0 1,093,650

15,941 18,630,000 31,084,950 19,129,200 4,635,000 1,830,000 682,000 75,991,150

※平野コミュニティセンターの自治活動施設維持管理分（光熱水費分）は、平野第２自治会に含む。

○地区まちづくり委員会

No.
地区まちづくり

委員会名
住基人口

(H25.2.1現在)
均等割 人口割

事務局員
配置分

計

1 神崎地区 5,352 1,300,000 374,640 1,800,000 3,474,640

2 額田地区 3,961 1,300,000 277,270 1,800,000 3,377,270

3 菅谷地区 20,698 1,300,000 1,448,860 3,600,000 6,348,860

4 五台地区 8,282 1,300,000 579,740 1,800,000 3,679,740

5 戸多地区 1,879 1,300,000 131,530 1,800,000 3,231,530

6 芳野地区 4,947 1,300,000 346,290 1,800,000 3,446,290

7 木崎地区 2,473 1,300,000 173,110 1,800,000 3,273,110

8 瓜連地区 8,433 1,300,000 590,310 1,800,000 3,690,310

56,025 10,400,000 3,921,750 16,200,000 30,521,750

計

計
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市民自治組織に対する他の助成事業 別紙２

No. 担当課室名 事業名 事業概要
補助金等の
交付対象

補助金等の額
H25決算額
（千円）

1 市民協働課
市民自治組織
支援事業

地域の発展や課題解決
に取り組む自治会及び
地区まちづくり委員会の
活動を支援するため、
予算の範囲内におい
て、那珂市地域まちづく
り交付金を交付する。

・自治会
・地区まちづくり委
員会

・自治会
基本額 均等割 270,000円/1自治会当たり

世帯割 1,950円/1加入世帯当たり
文書配送事務委託分 1,200円/1加入世帯当たり
防犯灯維持管理分 1,500円/1基当たり
自治活動施設維持管理分
光熱水費分 30,000円/1館当たり
借地料分 借地料の3分の1の額（上限100,000円）

・地区まちづくり委員会
均等割 1,300,000円/1委員会当たり
人口割 70円/住民基本台帳人口1人当たり
事務局員配置分 1,800,000円/1人当たり

106,513

2 市民協働課
自治活動施設
建設費等補助
事業

自治会等が自治活動施
設の建設、整備、賃借
又は既設建物を取得す
る場合、自治活動施設
建設費等補助金交付要
項に基づき、その経費
の一部を補助する。

・自治会等

・自治施設建設事業
補助率 事業費の1/2 補助限度額 800万円

・自治施設整備事業
補助率 事業費の1/2 補助限度額 200万円

・自治施設賃借事業
補助率 事業費の1/2 補助限度額 月額50,000円

・自治施設既設建物取得事業
補助率 事業費の1/2 補助限度額 800万円

1,812

3 市民協働課

市民活動支援
事業（市民活
動支援事業補
助金）

市民活動団体の設立を
支援するとともに、地域
の課題解決に向けて、
市民活動団体等が提案
し、これまでの活動に加
え新たに実施する活動
に対し、必要な支援を
行う。

・自治会
・地区まちづくり委
員会
・市民活動団体

・設立準備支援事業
補助率 5/10 補助限度額 5万円

・市民提案事業
受給1年目 補助率10/10 補助限度額 50万円
受給2年目 補助率10/10 補助限度額 50万円

3,350

4 防災課
自主防災組織
育成事業

自主防災組織を結成し
ようとする自治会に対し
て、組織結成のための
経費及び防災資機材の
整備に要する経費を補
助する。

・自治会
組織結成補助金 5万円
資機材等整備補助金 30万円

2,100

5 防災課
防犯事業（防
犯灯設置費・
防犯設備費）

自治会内における道路
等で防犯上危険と思わ
れる場所に、防犯灯を
設置及びＬＥＤ化更新費
用を補助するとともに、
安全で安心なまちづくり
推進のため結成された
組織（団体）に対して、
防犯用設備及び備品を
整備するために費用を
補助する。

・自治会
・自警団

・防犯灯設置費
支柱付電灯 補助率10/10 上限3万8千円
電灯のみ 補助率10/10 上限2万5千円
ＬＥＤ化更新 補助率1/2 上限1万円

・防犯設備費
自警団 補助率1/2 上限5万円

1,971

31

6 介護長寿課 敬老事業
高齢者の長寿を祝う敬
老行事の開催に対し補
助を行う。

・地区まちづくり委
員会

・補助金
75歳以上の方 1,000円/１人当たり（7,496人）
地区活動補助 70,000円/1委員会当たり
開催補助（追加分） 全地区分304,000円

・バス借上料（29台 762,300円）

9,123

7 土木課

道路維持補修
事業（那珂市
市道等の管理
に関する報償
金制度）

市が管理する市道等の
除草等の管理作業を行
う自治会、市民活動団
体等に対し、報償金を
支給する。

・自治会
・市民活動団体等

報奨金の額（実施面積当たり）
2,000円/100㎡（限度額100,000円）
諸器材費 報償金の年額の30％（初年度に加算）

-
(H26からの
制度により)

8 都市計画課

公園管理事業
（那珂市公園
等の管理に関
する報償金制
度）

市が直接管理する公
園、開発行為等によっ
て設置された公園、緑
地等の日常的な管理作
業を行う自治会、市民
活動団体等に対し、報
償金を支払う。

・自治会
・市民活動団体等

報奨金の額（公園等の面積当たり）
①500㎡以下＝6,000円＋20円×面積
②1,000㎡以下＝10,000円＋20円×面積
③4,000㎡以下＝20,000円＋20円×面積
④4,001㎡以上＝30,000円＋20円×面積（限度額
100,000円）

774
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自治会及び地区まちづくり委員会の主な活動 別紙３

○自治会

区分 主な活動

環境美化活動 ・地域内の清掃

・公園、ため池、通学路等の草刈り

・ごみステーションの維持管理

・不法投棄の監視、粗大ごみの収集

・花壇づくり など

防犯・防災活動 ・防犯パトロール、児童生徒の登下校時の見守り

・防犯灯の設置、維持管理

・自主防災訓練、防災マップの作成 など

親睦・交流活動 ・夏祭り、歩く会など誰でも気軽に参加できるイベントの開催

・市民運動会への参加

・ソフトボール、バレーボール、グラウンドゴルフ大会への参加

・子ども会、高齢者クラブへの支援 など

福祉活動 ・敬老会の開催、ひとり暮らし高齢者の見守り

・共同募金運動への協力 など

その他の活動 ・自治会広報紙の発行

・自治活動施設の維持管理

・学校行事への参加、協力

・地域内の行政要望の取りまとめ、行政との連絡調整 など

○地区まちづくり委員会

区分 主な活動

環境美化活動 ・花と緑の環境美化コンクールの審査（花壇の審査）

・有害広告物の撤去 など

防犯・防災活動 ・防犯パトロールのぼり旗の作製、配布 など

親睦・交流活動 ・市民運動会の開催

・ソフトボール、バレーボール、グラウンドゴルフ大会の開催

・三世代交流事業の実施、自治会が実施する同事業への支援

など

福祉活動 ・ひとり暮らし高齢者への配食サービスの実施

・敬老会の開催

・日本赤十字社の社資、共同募金運動への協力 など

その他の活動 ・地区まちづくり委員会広報紙の発行

・歴史探訪講座、男の料理教室など各種講座、教室の開催

・あいさつ声かけ運動の実施

・区域内の行政要望の取りまとめ、行政との連絡調整 など
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〒３１１－０１９２ 茨城県那珂市福田１８１９－５

電 話 ０２９－２９８－１１１１（内線５７３）

ＵＲＬ http://www.city.naka.lg.jp/
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